
昭島市自治会連合会規約 

（（（（名称名称名称名称およびおよびおよびおよび事務所事務所事務所事務所））））        

第１条 本会は昭島市自治会連合会（以下「自治連」という。）と称し、事務所を昭島市役所内に置く。  

（（（（組組組組    織織織織））））        

第２条 本会は昭島市内で組織されている各単一自治会（以下「自治会」という）をもって組織する。  

２ 本会の運営を円滑にするため、前項の自治会を区分してブロックを組織する。  

（（（（目目目目    的的的的））））        

第３条 本会は、元気で活力のある地域づくりを行政と協働していくため、自治会相互の連携と親睦

を図り、共通の問題を協議し、市行政に協力すると共に、市民自治意識の高揚と地域社会の発展に

寄与することを目的とする。 

（（（（事事事事    業業業業））））        

第４条 本会は前条の目的を達成するため、次の事業を行う。  

(1)本会主催行事の開催に関すること 

(２)自治会活動に資する研修会等の開催に関すること 

(３)自主防災など市民の生活安全に関すること 

(４)本会機関紙の編集、発行に関すること 

(５)市行政についての周知及び協力に関すること 

(６)地域社会の発展育成に関する調査研究 

(７)同一目的を有する団体との協力連携に関すること 

(８)その他本会目的の達成に必要な事項に関すること 

（（（（会会会会    員員員員））））    

第５条 本会の会員は、本会に加入の書面(第１号様式)を会長に届け、常任委員会で受理された自治

会をもって会員とする。 

２ 本会を退会するときは、書面(第２号様式)をもって会長に提出し、常任委員会への報告後、退会

となる。 

（（（（役役役役    員員員員））））        

第６条 本会に次の役員を置く 

(１)常任委員 

(イ) 会 長  １名  

(ロ) 副会長  ３名  

(ハ) 会 計  １名  

(二)上記以外の常任委員 

(２)会計監査   ２名  

(３)顧 問   若干名 

（（（（役員役員役員役員のののの選出選出選出選出））））    

第７条 役員の選出は次の方法による。 

(1) 会長、副会長、会計は、常任委員から選出し、総会の承認を得る。 

(２) 会長、副会長、会計の選出は、別に定める昭島市自治会連合会活動基準（以下、「活動基準」と

いう。）による役員選挙運営委員会を設置し、その委員会の運営で選出する。 

(3) 常任委員は、別表１に定める各ブロックにおいて選出されたブロック長をもってこれにあてる。 

(4) 会計監査は、三役会で推選し常任委員会に諮り、総会の承認を受ける。 



(5) 顧問を、本会に置くことができる。三役会で推選し、常任委員会に諮り会長が委嘱し、総会に報

告する。資格は、会長、副会長経験者とする。 

(６)役員に欠員が生じた場合は、後任者を選任する。 

（（（（役員役員役員役員のののの職務職務職務職務））））        

第８条 役員の職務は次のとおりとする。 

(1) 会長は、本会を代表し会務を統轄する。 

(2) 副会長は、会長を補佐し会長事故あるときはその職務を代行する。 

(3) 会計は、本会の経理を担当する。 

(4) 常任委員は、ブロックの代表として常任委員会に出席し、ブロック内の自治会と連合会並びに、

市との調整役を行なう。 

(５) 会計監査は、本会の経理を監査しその結果を常任委員会並びに総会に報告する。 

(６) 顧問は、三役会及び常任委員会の要請に応じ、会議に出席し、本会の健全な運営のために、意見

を述べることができる。 

（（（（役員役員役員役員のののの任期任期任期任期））））    

第９条 役員の任期は次のとおりとする。 

(1) 会長は１期２年とし、２期４年を限度とする。 

(2) 会長以外の役員の任期は１年とする。ただし、再任を妨げない。補充の後任役員は前任者の残任

期間とする。 

（（（（会議会議会議会議のののの種類種類種類種類））））        

第 10 条 本会に次の会議を置く。  

(１) 総 会       (４)委員会 

(２) 三役会       (５) 専門委員会 

(３) 常任委員会 

（（（（総総総総        会会会会））））        

第 11 条  総会は、本会の最高決議機関であって、定期総会および臨時総会とし、ブロック長、自

治会長全員をもって構成する。 

２ 定期総会は、毎年１回５月にこれを開き、臨時総会は会長が必要と認めたとき又はブロック長、

自治会長の３分の２以上の請求があったとき開催する。  

３ 総会の議長は、当日出席者の中から選出する。 

（（（（総会総会総会総会のののの審議事項審議事項審議事項審議事項））））        

第 12 条 総会は次の事項を審議する。  

(1) 規約の改廃に関すること 

(2) 事業および決算報告に関すること  

(3) 新年度の事業計画および予算に関すること 

(4) 役員の承認に関すること 

(5) その他、本会の重要事項に関すること 

（（（（三三三三    役役役役    会会会会））））        

第 13 条 三役会は、本会を執行するために、会長が招集し開催する。会長、副会長、会計で組織す

るが、会の執行上、必要に応じて、会長が指名する常任委員を参加させることができる。 

（（（（常任委員会常任委員会常任委員会常任委員会））））        

第 14 条 常任委員会は、常任委員全員をもって構成し随時会長が招集する。但し、常任委員の３分

の１以上の要求があった時は、速やかに常任委員会を開催しなければならない。 



（（（（機関機関機関機関のののの成立成立成立成立とととと議事議事議事議事のののの決定決定決定決定））））        

第 15 条 総会および常任委員会は、委任状を含め構成員の２分の１以上の者が出席しなければ成立

しない。  

２ 議事は出席者の過半数で決し、可否同数の場合は議長が決する。  

（（（（委員会委員会委員会委員会））））        

第 16 条 委員会は、年間を通して本会の事業を推進するために会長が委員会を設けることができる。

委員は常任委員が兼ねる。 

（（（（専門委員会専門委員会専門委員会専門委員会））））        

第 17 条 常任委員会は、本会の事業を審議・執行するための専門委員会を設置することができる。 

（（（（会会会会        計計計計））））        

第 18 条 本会の経費は、市よりの補助金及び、行事の際の参加費、寄付金及びその他の収入をもっ

てこれにあてる。  

２ 本会の会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。  

（（（（規約規約規約規約のののの改廃改廃改廃改廃））））        

第 1９条 この規約を改廃しようとするときは、総会において構成員の過半数の賛成を必要とする。  

第 20 条 本会の運営に必要な活動の基準や、表彰に関する規定として、昭島市自治会連合会活動基

準を定める。この活動基準の改廃は常任委員会で決定する。 

（（（（委任事項委任事項委任事項委任事項））））        

第 21 条 この会則に定めるもののほか、本会の事業及び運営について必要な事項は、常任委員会に

おいて定める。  

附則  昭和 46 年 3 月 31 日  施行 

平成２２年５月２８日  全部改正 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

昭島市自治会連合会活動基準 

 

（（（（目目目目    的的的的））））        

第１条 この基準は、昭島市自治会連合会規約第４条の規程に定める事業を円滑に行うために、昭島

市自治会連合会の活動について必要な事項を定めるものとする。 

 

（（（（事務局事務局事務局事務局））））    

第２条 事務局は、昭島市市民部生活コミュ二ティ課に担当していただき、円滑な運営をする。 

 

（（（（自治連加入届自治連加入届自治連加入届自治連加入届とととと退会届退会届退会届退会届））））    

第３条 本会に新たに加入を求める自治会は書面(第１号様式)をもって次に掲げる事項を会長に提出

し、常任委員会の承認後、本会の会員となる。 

２ 記載事項は、①自治会の名称、②自治会の区域図、③班数、④加入世帯数、⑤代表者及び役員の

氏名、住所、連絡先、⑥自治会規約とする。 

３ 諸事情で本会を退会することになった自治会は、退会届(第２号様式)を会長に提出し、常任委員

会への報告後、退会とする。 

 



（（（（自治連組織自治連組織自治連組織自治連組織ブロックとブロックとブロックとブロックと地域割地域割地域割地域割りりりり））））    

第４条 各単位一自治会を区分けしてブロックを組織し、連合会規約の別表１に定め、更に自治連を

５分割し行政との協議単位とする。別表２にブロックの地域割りを定める。 

 

（（（（自治連自治連自治連自治連としてのとしてのとしてのとしての事業事業事業事業のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ内容内容内容内容））））        

第５条 自治連として、次の事業に取り組み、各委員会で分担し執行する。 

(１) 本会主催行事の開催に関すること 

(２) 自治会活動に資する研修会等の開催に関すること 

(３) 自主防災など市民の生活安全に関すること 

・自主防災を始め、地域防犯や、交通安全等を関係団体と連携をとり、各種の地域問題を生活安

全第一で、地域力の向上に取り組む 

(４) 本会機関紙の編集、発行に関すること 

・原則１月に「自治連広報」と「自治連だより」を随時発行する 

・自治連ホームページの管理運営と随時、活動内容の投稿 

(５) 市行政についての周知及び協力に関すること 

(６) 地域社会の発展育成に関する調査研究 

 ・地域の伝統文化や、新しい地域発展に関しての各種の発展育成に関することを各自治会と連携

をとり取り組む 

(７) 同一目的を有する団体との協力連携に関すること 

(８) その他本会目的の達成に必要な事項に関すること 

それ以外に、新規加入自治会の促進に関することや、自治会会員増強に関することにも具体的

に取り組む。 

 

（（（（委員会組織及委員会組織及委員会組織及委員会組織及びびびび事業内容事業内容事業内容事業内容））））    

第６条 本会として運営上、年間を通して必要な委員会を常任委員で組織する。 

２ 委員会の設置と委員長案を、会長は三役会に諮り、常任委員会の承認を得る。 

３ 事業内容は、事業計画策定委員会にて協議し、常任委員会の承認を得る。 

 

（（（（専門委員会専門委員会専門委員会専門委員会のののの設置設置設置設置））））        

第７条 常任委員会は必要に応じて、専門委員会として役員選挙運営委員会、事業計画策定委員会を

設置することができる。また、本会の事業を円滑に行うため、常任委員会の議を経て、新たな専門

委員会を設置することができる。ただし、その目的の達成をもって解散する。 

 

（（（（役員選挙運営委員会役員選挙運営委員会役員選挙運営委員会役員選挙運営委員会））））    

第８条 役員選挙運営委員会は、事務局の協力を得て総務委員会が担当する。 

２ 会長、副会長、会計、三役の選出に関する事項を処理する。 

３ 選挙権は常任委員が有し、被選挙権は常任委員を２年以上経験し、次年度継続する常任委員が有

する。 

４ 選出方法は、常任委員全員で、会長、副会長、会計の順で個別に選挙を行う。 

副会長は推薦者を２名連記とする。会長が 2 年目の際は、副会長と会計の選挙を行う。 

５ 会長は１名、副会長は３名、会計は１名選び、同数の場合は該当者のみで決選投票とする。 

 但、当選にあたっては常任委員の３分の１以上の獲得投票数を必要とする。 



６ 役員の年齢制限は、特にこれを設けないものとする。 

 

（（（（事業計画策定委員会事業計画策定委員会事業計画策定委員会事業計画策定委員会））））    

第９条 事業計画策定委員会は、三役と会長が常任委員から若干名、委員に指名し招集することがで

きる。 

２ 委員長は、会長が務めるものとする。 

３ 年度事業計画策定に関する事項と、年度予算策定に関する事項を処理する。 

 

（（（（表彰規定表彰規定表彰規定表彰規定））））    

第１０条 本会の会員で次の条項に該当するものは、常任委員会の決定に基づき表彰する。 

(１) 本会の運営に献身的努力をしたもの 

(２) その他常任役員会で必要と認めたもの 

(３)単一自治会で、通算し７年以上となる一般役員のもの 

２ 次の条項に該当するものは、市の表彰規定により表彰されるため、本会として市に対して申請す

るものとする 

(１) 単一自治会の会長、副会長、会計の職にある期間を通算した場合における職務期間が５年以上

となるもの 

(２) 前項は、５年ごとにその対象者となるもの 

第１１条 本規程により表彰が要すると認められる者があるときは、表彰推薦書を推薦者（各常任委

員及び事務局）が作成し、会長へ提出しなければならない。 

 

（（（（慶弔見舞慶弔見舞慶弔見舞慶弔見舞にににに関関関関するするするする規定規定規定規定））））    

第１２条 現職の常任委員が死亡した際、生花を本会の名義で出す。 

２ その他の場合は、本会としては行わない。 

 

（（（（団体保険加入団体保険加入団体保険加入団体保険加入とそのとそのとそのとその保険金支払保険金支払保険金支払保険金支払いにいにいにいに関関関関するするするする規定規定規定規定））））    

第１３条 本会主催の行事の際、常任委員会に報告後必要に応じ団体保険の加入手続きを行う。 

２ 保険金の支払いについては、事務局で当事者と連携をとり、保険規定に従って手続きをとり保険

金の支払いをする。 

 

（（（（会計会計会計会計にににに関関関関するするするする規定規定規定規定））））    

第１４条 本会の運営費は、銀行口座を作成し預けて運用する。 

２ 口座の印鑑は会長、通帳は会計が保管する。 

３ 会計は、次の任務を負う。 

(１) 現金、預金の管理 

(２) 予算に基づく運用計画と出納業務 

(３) 決算書類の作成 

(４) 各部その他の事務連絡等による会計実務全般 

４ 本会の会計は、自治会連合会の総会で議決された予算にもとづいて行う。 

５ 予算は、次年度の活動方針を基礎として、計上された予算をもとに、常任委員会で審議作成し、

総会の議決に付す。 

６ 金銭の出納にはすべて伝票(第３号様式)を用いる。また、研修会参加等で交通費を出金する場合



は(第４号様式)を用いる。 

(１)伝票は、出金・入金および振替伝票とし、会計、該当委員会の委員長および会長の認印を要す

る。 

(２)出納処理事項はすべて帳簿に記録する。 

(３)支出は、領収書または請求書にもとづき、会計が出金伝票を作成し、該当委員会の委員長およ

び会長の承認を得て支払う。 

(４)予算出金の際は、事前に常任委員会にて報告をするものとする。また、緊急を要する場合は会

長、該当委員会の委員長の承諾を得て出金する。 

７ 毎年度末にすべての会計帳簿を締切り、決算報告書を作成する。 

８ 会計は、会計監査に決算報告書を提出し、監査を受けなければならない。 

９ 監査を受けた決算報告書は、常任委員会で確認し、総会の承認を受けなければならない。 

１０ 監査は、一年間に２回(原則１０月、４月)行うものとする。ただし、会計監査の判断で、定期以

外に行うことができる。会計監査は、監査に必要な書類の提出や常任委員から意見を求めることが

できる。 

１１ 監査は次の事項について行う。 

(１) 予算執行の適否 

(２) 諸経費の適否 

(３) 帳簿記載・伝票整理の適否 

(４) 現金および預貯金残高の確認 

(５) その他必要と認められた事項 

１２ 会計監査は、監査の都度、常任委員会に文書を以て総会前に、会計の決算書と同時にその結果

を報告する。 

 

附 則 

平成２２年４月１日  施行 

平成２４年４月１日  一部改正（第８条） 

 

※別表２（第４条関連） 

地域 該当ブロック ブロック数 自治会数 

第一地域 第４、１５、２０ブロック ３ １９ 

第二地域 第１２、１７、１８、１９ブロック ４ １３ 

第三地域 第１、２、３ブロック ３ ２２ 

第四地域 第５、６、７、８、９、１３、１６ブロック ７ ３２ 

第五地域 第１０、１１、１４ブロック ３ １３ 

平成 24 年１２月現在 


